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「居住（施設）サービス事業」「地域密着型サービス事業」等の介護サービス
だけでなく、効率的な経営に欠かせない「人事・労務管理」「会計・税務」
「情報管理」「介護過誤・事故、訴訟への対応」等についてQ&Aで解説

介護サービス事業経営者の必携書！！

加除式書籍  B5判  全1巻
定価　本体10,000円＋税

ホームページからのお申し込みは 

商品に関するご照会・お申し込み・ 
追録差し換えのご依頼は 

※お客様の地域を担当する弊社社員へご連絡いただくか、フリーダイヤルをご利用ください。 
※フリーダイヤル（TEL）の受付時間は土・日・祝日を除く9：00～ 17：30です。 
※FAXは24時間受け付けておりますので、併せてご利用ください。 

※クレジットカードでもお支払いいただけます。 
※追録（有料）は、請求書でのお支払いとなります。 

http://www.daiichihoki.co.jp

検 索第一法規

〈604550〉　　［1507］
介護サービス・新（604553）2017.1 SE東京都港区南青山2-11-17 〒107-8560

本社

担　　当

◆法改正や最新事例の追加等によって「台本（原本）」の
内容に改正・増補等が生じた場合、その都度発行する
「追録」（有料）と不要な頁を差し替えることで、内容を
補正・更新できる形態の書籍です。

＝＝＝＝＝＝＝ここが魅力＝＝＝＝＝＝

●何年経っても情報の‘確かさ’と‘鮮度’を保ち続ける
ことができる！

●追録の迅速なお届けにより、法改正や増補を見落とす
ことなく、常に最新内容で利用できる！

●法改正の度に買い換える必要がないため、長期的な
ご利用にあたっては費用負担が少なく経済的！

◆常に最新内容でご利用いただけるよう、台本のご購入
以降に発行される追録（有料）のご購読もお願いしてい
ます。

◆追録は、お客様からお届けの停止（購読中止）のご連絡
をいただくまでは継続してお届けいたします。

◆ご利用条件については、商品ごとの「利用規約（規程）」
でご案内しています。

◆年間追録代、発行回数等については下記フリーダイヤル
までお問い合わせください。

加除式書籍とは？

追録は購入しなければならないの？

◆追録の差し替え作業は、無料で行います。弊社社員が
直接お伺いし、迅速・正確かつ丁寧に加除作業を行い
ます。

◆その他、書籍のページが欠落した、バインダーが壊れ
た等の不都合が生じた場合も、お気軽に下記フリーダ
イヤルまでご連絡ください。

購入後のメンテナンスは？

◆お申し込み方法は以下からお選びください。

■下記フリーダイヤルにてお申し込みください。
■弊社ホームページ
※ホームページでは、新刊をはじめ各商品の詳しい
情報をお届けしています。また、フリーワードや
ジャンル別等商品検索機能もご活用いただけます。

■本カタログと併せてお届けした申込書にご記入の上、
弊社宛にお申し込みください。
■お客様の地域を担当する弊社社員にお申し込みく
ださい。

◆お申し込みをいただいた後、商品（台本）をお届けいた
します。

◆お支払い方法については、同封の申込書に記載してい
ます。ご不明な点は下記フリーダイヤルまでお問い合
せください。

申し込み方法は？ 支払いは？

末永く、安心してご利用いただくために、お客様の疑問にお答えします



１　地域支援事業
第１章　地域支援事業
第２章　予防給付
Q&A
◇新介護予防・日常生活支援総合事業の留意点
◇介護予防訪問介護と介護予防通所介護の地域支援事業
への移行

◇地域包括支援センターに期待される機能強化

２　介護保険サービス
第１章　居宅介護支援事業
第１節　居宅介護支援
Ⅰ　指定居宅介護支援事業の概要／Ⅱ　指定基準／Ⅲ
　指定申請・変更・更新・廃止・休止／Ⅳ　介護保険
制度における法令遵守のための仕組み
Q&A
◇医療系サービスの利用と主治医の指示
◇サービス担当者会議において個人情報を扱う場合の利
用者の同意

◇ケアマネジャーの資格更新制について
第２節　介護予防支援
Ⅰ　指定介護予防支援事業の概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇介護予防支援と居宅介護支援の違い
◇介護予防支援業務の指定事業者
◇地域包括支援センターと居宅介護支援事業者の役割分担
第２章　居宅系サービス事業
第１節　訪問介護（ホームヘルプサービス）・

介護予防訪問介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇通院・外出介助の考え方
◇遠距離の通院・外出介助の拒否
◇訪問介護の医療的ケア
◇通院介助の提供範囲
◇外出介助の提供範囲
◇同居の複数利用者へのサービス提供
第２節　訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇訪問入浴介護の利用者宅の浴槽の利用
◇入浴を見合わせた場合の算定
第３節　訪問看護・介護予防訪問看護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇訪問看護ステーションの管理者が看護職員を兼務して
いる場合の取扱い

◇医療保険の給付対象と、介護保険による利用制限
◇訪問看護師のメンタルケア
第４節　訪問リハビリテーション・介護予防訪

問リハビリテーション
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準

第１章　地域包括ケアシステムにおける介護事
業戦略とは―歴史軸から見た状況判断―

第２章　横軸で見た地域包括ケアシステムにお
ける介護事業戦略とは

第３章　2025年に向けた事業戦略

第 4 節　指定介護老人福祉施設
Ⅰ　指定介護老人福祉施設の概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇身元引受人がいないことを理由にした施設入所の拒否
◇預り金の出納管理にかかる費用
◇介護老人福祉施設から介護療養型医療施設へ入院した
場合の再入所義務

◇介護職員等によるたんの吸引等について
第５節　介護老人保健施設
Ⅰ　介護老人保健施設の概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇療養病床の介護老人保健施設への転換
◇入居者の通院に関する取扱い
◇介護老人保健施設の広告制限
◇在宅復帰・在宅療養支援機能の充実について
第６節　指定介護療養型医療施設
Ⅰ　指定介護療養型医療施設の概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇入院患者の定員を減少する場合の手続き
◇感染症等の対策
第４章　地域密着型サービス事業
第１節　定期巡回・随時対応型訪問介護看護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
第２節　夜間対応型訪問介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇夜間・早朝・深夜の訪問介護との相違
◇サービス提供時間とケアコール端末
◇オペレーションセンター
第３節　認知症対応型通所介護・介護予防認知

症対応型通所介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇一般の通所介護との一体的な実施の禁止
◇若年性認知症の利用者の受入れ
◇短時間の入浴ニーズのみに対応するサービス提供
第４節　小規模多機能型居宅介護・介護予防小

規模多機能型居宅介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇通いの職員の訪問の兼務
◇訪問や通い送迎の後の移送
◇指定を受けていない市町村の利用者
◇サテライト型小規模多機能型居宅介護の要件について
第５節　認知症対応型共同生活介護（グループ

ホーム）・介護予防認知症対応型共同
生活介護

Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇要介護者以外の入居と定員について
◇夜勤職員の配置について
◇夜間ケア加算について
◇利用期間の制限を設けることの可否
第６節　地域密着型特定施設入居者生活介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
◇地域密着型特定施設の職員配置上の留意点
第７節　地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇運営推進会議
◇地域密着型介護老人福祉施設の職員配置について
第８節　看護小規模多機能型居宅介護
Ⅰ　看護小規模多機能型居宅介護の概要／Ⅱ　指定基準

３　介護関連事業
第１章　住宅事業
第２章　生活支援サービス
第３章　その他新規のサービス

Q&A
◇指定訪問リハビリテーションにおける医師の役割
◇訪問リハビリテーションと連携
◇訪問リハビリテーションと地域包括ケア
◇市町村事業におけるリハビリテーション専門職の役割
第５節　居宅療養管理指導・介護予防居宅療養

管理指導
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇ケアハウス入所者について
第６節　通所介護（デイサービス）・介護予防

通所介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇通所介護事業所と同一敷地内にない浴室での入浴介助
◇要介護認定者以外に対する通所介護サービスの提供
◇利用者のニーズに合わせたサービス提供
◇小規模通所介護の地域密着型通所介護への移行
◇レスパイトのみの通所介護
◇お泊りデイサービスの許認可
第７節　通所リハビリテーション（デイケア）・

介護予防通所リハビリテーション
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の配置基準
◇人員基準の抵触について
◇通所リハビリテーション事業所からの家庭訪問
◇介護予防通所リハビリテーションの評価
第８節　福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇福祉用具の無償譲渡
◇福祉用具貸与の対象となる体位変換器
◇福祉用具専門相談員について
◇福祉用具サービス計画書の作成方法
第９節　特定福祉用具販売・介護予防特定福祉

用具販売
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
第10節　居宅介護住宅改修
Ⅰ　居宅介護住宅改修サービスの概要／Ⅱ指定基準／
Ⅲ　サービス管理の検討項目
Q&A
◇入院や施設に入所している場合の住宅改修
◇住宅改修の利用限度額までの申請回数
◇段差の解消の取扱い
第３章　居住（施設）サービス事業
第１節　短期入所生活介護（ショートステイ）・

介護予防短期入所生活介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇宿泊を伴わない利用
◇滞在費・食費の利用者負担軽減対策
◇長期滞在の場合
◇外泊時の居住費について
◇介護予防短期入所生活介護の目的
第２節　短期入所療養介護（ショートステイ）・

介護予防短期入所療養介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇介護予防短期入所療養介護の目的
◇介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護
◇入所日、退所日の介護予防訪問介護のサービス
◇介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護
第３節　特定施設入居者生活介護・介護予防特

定施設入居者生活介護
Ⅰ　サービスの概要／Ⅱ　指定基準
Q&A
◇特定施設入居者生活介護の指定要件である有料老人
ホームの法規制

◇特定施設の事業種別・規制
◇特定施設で実施する医療行為
◇介護予防特定施設入居者生活介護の運営

マネジメントの観点から経営資源の適切な活用・運営などについてQ&Aを織り交ぜてわかりやすく解説

目　次（抜粋）
第１編

第２編

地域ケア事業戦略

個別介護サービス事業

第１章　介護報酬の概要
第２章　介護報酬請求
第３章　保険給付
第４章　利用者負担

第３編 保険請求

第１章　介護過誤・事故防止の考え方
第１節　危機管理─事業者が認識しておくべき

こと─
第２節　利用者との契約時の留意事項
第２章　介護過誤・事故発生時の対応
第１節　介護過誤・事故が発生したときの対応
第２節　損害賠償責任等
第３節　再発防止の方法─報告書の作成と管理

方法─
第３章　高齢者虐待防止のための方策
第１節　高齢者虐待防止法とは
第２節　高齢者虐待を防止するために必要な対策

第９編 介護過誤・事故、訴訟への対応

第１章　サービス評価
第２章　質の管理

第10編 サービス評価

第１章　人事管理
第１節　人事管理
第２節　コース・等級制度

第３節　賃金制度
第４節　評価制度
第５節　採用
第２章　労務管理
第１節　労務管理総論
第２節　採用から退職までの労務管理のポイント

第６編 人事・労務管理

第１章　介護事業における情報管理
第１節　介護サービス事業者の情報管理とは
第２節　個人情報保護とプライバシー保護とセ

キュリティ
第２章　個人情報保護と保護法への対応
第１節　個人情報保護法の概要

第７編 情報管理

第１章　施設の安全管理
第１節　感染管理対策
第２節　転倒転落対策
第２章　建築物の安全管理
第１節　建築物の維持管理と安全管理
第２節　耐震対策
第３節　防火対策
第４節　防災対策

第８編 安全管理

第１章　介護事業展開の前提
第１節　地域包括ケアシステムと事業展開

第４編 介護事業展開の実際

第１章　社会福祉法人の会計
第２章　社会福祉法人の税務
第３章　医療法人の会計
第４章　医療法人の税務
第５章　非営利法人の会計・税務

第５編 法人別　会計・税務

内容見本

介護サービス事業の経営実務

ヒト（人事・労務）・モノ（介護サービス）・カネ（保険請
求、会計・税務）、情報、介護過誤・事故への対応など
最新情報を登載！
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